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資料２

建設候補地の選定方法について

令和６年９月13日（金）
第２回中津川・恵那広域ごみ処理施設整備建設候補地検討委員会
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建設候補地の選定方法

複合型公募型行政主体型
項
目

行政主体型に加えて情報提供を受けて選定
する方法
【例】
・行政主体型を基本として検討し、
適地がある場合に、地域や住民か
ら情報提供してもらう。

行政側で条件を設けて、公募により候補地
を選定する方法
【例】
・公募要件を設定し公募する。

行政が主体となり、候補地を選定する方法
【例】
・全域から地図上で除外条件等を考慮
して抽出する。

・公共の用地から抽出する。
・既存施設の隣接地から抽出する。
・構成自治体が抽出し推薦する。

概
要

・行政と住民等により、多角的な視点で候
補地を選定できる。

・地域との協定締結が速やかに行える。
・地域合意のうえで施設整備ができる。
・地域の理解と協力が得られる。
・公募要件を示すことで、住民理解の高揚

を図ることができる。

・選定プロセスを短くすることができる。
・収集効率や災害、経済面等を重視した検
討ができる。

効
果

・情報提供（個人・団体）の受け方に
より、候補地数が多くなる場合があ
り、絞込に時間を要する。

・候補地の地権者及び地域の理解を得
るまでに時間を要する。

・応募がないことがある。
・地域での合意形成が必要なため、時

間を要する。
・不適地と思われる地域からの応募が予想

される。

・候補地の地権者及び地域の理解を得るま
でに時間を要する。

課
題

【第１回委員会の内容】
・行政主体型、公募型、複合型の３方法がある。
・地域の理解と協力を得られる公募型の採用を考えている旨を事務局より説明
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１）公募の理解を促すための事前周知（例）

【 媒体 】

広報誌

新聞・折込チラシ

回覧板

報道機関を通じた情報発信

地域説明会の開催

相談窓口の設置

個別説明会の実施（必要に応じ）

希望者による先進地視察の実施

【 周知する内容 】

広域施設の必要性

ごみ処理施設の仕組み

地域振興策の事例

検討委員会の検討経過

今後、両市が検討を行います
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２）応募を促すための公募要件の設定（例）

【応募資格】

区長
自治会の代表者
土地所有者

【公募要件】

地域・土地所有者の同意が得られて
いる。
建設応募用地が市内の地域である。
想定面積
建設応募用地の買取又は借地が可能。
暴力団もしくは暴力団員等が所有す
る土地でない。

【地域振興策】

地域からの要望に対する施策
※地域と行政と協議のうえ実施

・地域が抱える問題解決の実施
・地域振興策について意見の収集
（道路等交通インフラ整備など）

地域活性化事業
※地域清掃活動や文化祭などの地域活

性化に資する活動に対する支援金

環境整備事業補助金
※地域集会所施設、防災倉庫、公園な

ど地域が行う環境整備に対する補助金

今後、本委員会で検討を行います
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候補地決定の流れ（例）

公募による候補地の選定

応募あり 応募なし

要件を見直して再公募

公募要件（応募地要件及び応募資格）選定段階1

適合する 適合しない

候補地から外す

応募地のネガティブチェック（土地利用の可否）選定段階2

可

〈例〉

１

次

選

定

広域処理を考慮した絞り込み（重み付け評価）選定段階3

候補地の決定

２

次

選

定

公募要件の整理

右図は、公募から候補地決定までの手順の一例

＜１次選定＞
選定段階１

応募地の公募要件（応募地要件・応募資格）
審査項目
公募要件に適合しているか

＜２次選定＞
選定段階２

応募地のネガティブチェック（土地利用の可否）
審査項目
建設可能な土地であるか

選定段階３
広域処理を考慮した絞り込み（重み付け評価）
審審査項目
市民の持ち込み・収集運搬の利便性
用地取得の容易性（地権者数）
インフラ整備状況（搬入道路等）
土地造成の容易性・・・等

否

候補地から外す
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候補地選定事例における応募状況（全国事例）

1

9

10

0

0

0 2 4 6 8 10 12

11件以上

6～10件

2～5件

1件

0件

応募数（件数）

【公募事例】

H18年以降のごみ処理施設※の公募事例を整理 ※一部の事例はリサイクル施設・最終処分場含む。

全国の事例20件すべてにおいて、複数の応募がある。

住民反対等により、候補地が決まらなかった事例（４件）においても、それぞれ３件
以上の応募がある。

事例では、候補地決定率は80％（16件）

候補地決定

80%

決定に至らない

20%

候補地決定状況

n＝20
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公募時の地域振興策の有無

６割の事例で地域振興策等の支援を含めた公募を行っている。
地域振興策・まちづくり支援の他に、防災拠点・余熱利用施設等の整備、地域活性化等
の補助金を交付する事例がある。

地域振興

策等あり

60%

地域振興

策等なし

40%

地域振興策の有無※

n＝20

＜地域振興策等の内容＞

・地域振興策・まちづくり：10件

・地域振興・まちづくり支援以外の整備：１件
（防災拠点、環境学習、余熱利用施設）

・交付金：１件
（地域活性化及び地域コミュニティの維持・推進等）

※公募時に地域振興策を実施することが記載されているか
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地域振興策の有無と候補地の決定状況

候補地が決定した事例*では、半数以上が地域振興策等の支援を実施している。
*建設候補地が、公募以外の場所に決定した事例（１件）を含む。

2

10

2

6

0 5 10 15 20

候補地決定に至らない

候補地決定

地域振興策の有無と候補地決定（件数）

地域振興策等あり 地域振興策等なし

1 1 1

3

2 2 2

1

2

1 1 1

2

2 3 4 5 6 8 9 10以上

応募数（件数）

【参考】地域振興策の有無と応募件数（件数）

地域振興策等あり

地域振興策等なし
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短期間での地域の合意形成の獲得

【公募事例】

応募期間は、１～9.5か月で設定されて
いる。

４か月の事例が最も多い。

７か月以上：７か月、9.5か月

2

3

2

6

5

1

1

0 1 2 3 4 5 6 7

７か月以上

６か月

５か月

４か月

３か月

２か月

１か月

応募期間（件数）

真庭市広報誌日田市広報誌

多くの事例で、周辺地域の理解、地権者全
員同意が得られている（得られる見込みが
ある）ことを要件としている。
最終的な合意形成までは１～３年、
長い場合は７年程度かかった事例がある。
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応募の単位
区長、自治会長など、対象地域を取りまとめることができる市民

土地の所有者（個人・法人）を含む事例もある。

真庭市広報誌日田市広報誌
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検討委員会及び建設候補地選定スケジュール（予定）
令和７年度令和６年度

項目 ／ 月
12月11月10月9月8月7月6月5月4月3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月

 検討委員会の内容

１回
・委嘱、確認事項、
 現地視察（エコセンター恵那）

２回
・選定手法の決定、
 現地視察（中津川市環境センター）

・先進地視察（最新の施設等）

３回
・建設候補地評価基準（案）の検討
・公募要件（案）の検討

 ４回
・建設候補地評価基準（案）の決定
・公募要件（案）の決定

・パブリックコメントの実施

    ５回
・パブリックコメントの結果報告
・建設候補地評価基準、公募要件の決定

６回・建設候補地の委員会評価

◎
 建設候補地選定

・建設候補地の公募・評価・決定

・建設候補地評価

・一次・二次評価

・幹事会報告

・政策会議報告

・建設候補地決定（管理者報告）

令和７年度中に合意形成まで含め
た建設候補地決定を目指す

★公募開始

公募期間（4ヶ月） 評価 決定

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
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まとめ
公募による選定は住民理解を促し、地域合意の上での施設整備が可能

・H18以降の焼却施設の公募事例全て（20件）において複数の応募があり、
最終的な候補地決定率は80％（16件）と高い。

・特に公募要件を整理することで地域の理解と協力が得られ、地域との協定締結が速やかに行える。

・応募を促すための公募要件の検討
・地域振興策の提示条件の検討

次回以降の検討事項

【候補地選定における方針】

公募により候補地を募集し、令和７年度中の候補地決定を目指す。

公募で候補地選定を行うことの可否についてご議論いただきたい。


